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の趣旨」『エコノミスト』2015年９月 22日号（９月 14日発売）、がある。 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































8. 2014年７月１日の閣議決定は 72年と 81年の政府見解の確認にすぎない 
108B 1972 年、1981 年の政府解釈の、誤りを是正した真の内容と、それに基づいて明らかになった、











































                                            
19 代表的な例としては、田原総一朗「平和憲法の基本原則守った 個別法審議でも 公明の踏ん張り期待」










































































































                                            
22 60年代後半ころからの社会党左派は明らかに親ソだったが、表向きは非武装中立を唱えていたので、この
なかに加えることは一応できるだろう。 
23 Stéphane Courtois et al.(1997). Let Livre Noir du Communisme: Crimes, Terreur et Répression. 
Robert Laffont, 外川継男訳(2001).『共産主義黒書──犯罪・テロル・抑圧 ソ連篇』.恵雅堂出版、高橋
武智訳(2006).『共産主義黒書──犯罪・テロル・抑圧 コミンテルン・アジア編』.恵雅堂出版、平山朝
治(2009).「社会主義の致命的な誤謬とは何か？──非人道性の真実と理論的起源」『平山朝治著作集 第












































                                            
24 平山朝治(2015d).「文明の地政学からみた地球とアジア──日本の人口・移民政策の基礎」、藤江昌嗣・杉
山光信編著(2015).『アジアからの戦略的思考と新地政学』芙蓉書房出版（叢書アカデミア）を参照。 
25 平山朝治(2009).『平山朝治著作集 第１巻 社会科学を超えて』中央経済社、Ⅱの２〜４章を参照。 
 22 
権の行使に当って加盟国がとった措置は、直ちに安全保障理事会に報告しなければならない。また、
この措置は、安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持または回復のために必要と認める行動を
いつでもとるこの憲章に基く権能及び責任に対しては、いかなる影響も及ぼすものではない。」と
あるように、自衛権の行使は安全保障理事会のもとに従属している。むしろ、安全保障理事会がス
ムーズに機能することを理想とし、その理想がただちには現実にならないときに、次善の策として
個別的・集団的な自衛権の行使が認められているのであり、自衛の措置は集団安全保障がよりよく
機能するような配慮を伴うべきことも、当然、含意されているため、報告の義務が課せられている
のだ。無制約の権利として自衛権を主張することも、ましてそれを濫用することも、現在の国連憲
章のもとでは、許されていないと思われる。 
 国連憲章における自衛の措置はそのように、理想との関係において理解されなければならない。
そして、その理想においては、安全保障は世界的な警察力のごときものによってなされ、各国が自
前の軍隊を持つことも、交戦することも、不要になる。日本の憲法第９条はそのような理想を実現
するという文脈で構想され、全世界に向けて提案されたプログラム規定である。日本が集団的自衛
権を限定容認するにあたって、改めてその意義を世界に示し、安全保障の今後のあり方を導く理想
の一部として高く掲げる必要がある。「国際平和団体が樹立された暁に於て、……自然権による交
戦権と云ふものが自然消滅するべきものである」という、1946年７月４日の衆議院帝国憲法改正案
委員会における吉田茂の答弁（帝国議会会議録検索システム http://teikokugikai-i.ndl.go.jp によ
る）は、今日においてこそ、その意義が再評価されるべきものである。 
  政府解釈においては、自衛のための実力は必要最小限度でなければならない。集団安全保障が完
成した段階においては、それを保持する必要もなくなるのであり、そのような理想状態において戦
力を持たないことをプログラムとして規定したのが第９条第２項第１文である。このように考えれ
ば、必要最小限度の自衛力は第９条第２項が禁ずる戦力ではないなどという、評判のよくない強弁
をする必要もなくなる。また、自衛力は必要最小限度でなければならないとは、資源配分最適化の
必要条件としての自衛のためのコスト最小化という、経済学から導かれる普遍的な基準、すなわち
自然法にかなった基準であり、日本だけが特殊な基準を憲法で定めているわけではないことになる。
したがって、日本の憲法の独自性は、集団安全保障の完成を政策目標として明示的に掲げていると
いう点にあると考えなければならない。 
  憲法を改正するならば、第９条第２項がプログラム規定であることを、平易な言葉で誤解の余地
なく表現することが、第一に必要なことであろう。また、戦前の軍部独走と同じようなことが戦後
の法制局・内閣法制局によって行われてきたということは、憲法の根幹を揺るがすことなので、文
民条項のごときものを内閣法制局長官にも定める必要がある。安倍首相による内部昇進打破はその
先鞭をなすと言えるが、他省庁の現役官僚も排除し、高度の専門的知識を要することもふまえて、
法制局長官は任用の際現職の裁判官または弁護士でなければならない、といった条項を文民条項の
次に新設することが望まれる。 
